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内部火災に対する防護対象設備
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内部火災に対する設計方針
原子炉設置変更許可申請書で示した内部火災に対する設計方針は次のとおり。
JRR-3においては、火災発生を確認した時には原子炉を停止することとしている。火災発見時の原子炉の停止と火災発生防止、火
災検知及び消火並びに火災の影響の低減の三方策を適切に組み合わせて、火災により原子炉の安全を損なわないことがJRR-3の
火災防護に対する考え方である。
この考え方の下、内部火災に対する防護対象設備を以下のとおり選定した。

なお、これらの設備は原子炉の停止、原子炉停止後の崩壊熱除去、原子炉の停止状態の維持及び放射性物質の閉じ込めに必要な
設備である。
本申請の位置付け
〇火災の検知、消火設備 → 設工認その７、設工認その９（非常用電源設備に係るもの）
〇建家貫通部の安全保護系ケーブル分離 → 設工認その１０
〇非常用電源設備の独立性、多重性 → 設工認その９
〇昨年度の設工認の整理で示すことになった１次冷却材補助ポンプの分離に関する評価 → 本申請

安全機能 構築物、系統及び機器
過大な反応度の添加防止 制御棒駆動装置

炉心の形成
炉心構造物
燃料要素

炉心の冷却
冠水維持設備（サイフォンブレーク弁を除く。）
1次冷却系設備

炉心の保護 原子炉プールコンクリート躯体
重水を内蔵する機能 重水タンク、重水冷却系設備
放射性物質の貯蔵機能 使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵ラックを含む。）
原子炉の緊急停止 制御棒、スクラム機構
未臨界維持 制御棒
工学的安全施設及び原子炉停止系
統への作動信号の発生

安全保護回路（停止系）

原子炉停止後の除熱 1次冷却材補助ポンプ

安全上特に重要な関連施設 非常用電源系
計測・制御（安全保護機能を除く。） 中性子計装設備＊、プロセス計装設備＊

＊：崩壊熱除去運転のために監視が必要な設備に限る。



内部火災から防護すべき期間
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内部火災に対する防護対象のうち、火災発生後も動的な機能を確保する必要がある設備は以下
のとおり。
〇安全保護回路（停止系） （火災発生確認から原子炉停止後までに限る）
〇1次冷却材補助ポンプ（火災発生確認から原子炉停止後30秒までに限る）
〇非常用電源系（火災発生確認から原子炉停止後30秒までに限る）
〇中性子計装設備、プロセス計装設備（崩壊熱除去運転のために監視が必要な設備で、火災発生
確認から原子炉停止後30秒までに限る）
なお、上記の設備は通常運転時から運転状態であるため、火災発生後、必要な期間運転状態を継
続出来ればよい。



内部火災からの防護方法（静的機能）
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防護対象設備のうち、静的機能を期待するものの火災からの防護方法は以下のとおり。構造や設
置場所から火災の影響を受けることはない。

安全機能
構築物、系統
及び機器

火災による影響の有無 防護措置

過大な反応度の
添加防止

制御棒駆動装置

火災により機能を喪失した場合、制御棒は即座に自重落下に
より炉心に挿入され、原子炉は自動停止するため停止機能へ
の影響はない。火災により焼損した場合、自動で機能が復帰す
ることはなく、制御棒が引き抜かれることはないため、炉心に正
の反応度が添加されることはない。

新たな防護措
置を要しない

炉心の形成
炉心構造物 原子炉プール水中に設置されているため、火災の影響を受け

ない。燃料要素

炉心の冷却

冠水維持設備（サ
イフォンブレーク弁
を除く。） いずれも不燃材（金属または鉄筋コンクリート）により構成され

ているため、火災により影響を受けることはない。1次冷却系設備※

炉心の保護
原子炉プールコン
クリート躯体

重水を内蔵する
機能

重水タンク、重水
冷却系設備※

重水タンクは原子炉プール水中に設置されているため、火災の
影響を受けない。
その他の重水冷却系設備は不燃材（金属）により構成されてい
るため、火災により影響を受けることはない。

放射性物質の貯
蔵機能

使用済燃料プール
（使用済燃料貯蔵
ラックを含む。）

使用済燃料プールは不燃材（鉄筋コンクリート）により構成され
ているため、火災により影響を受けることはない。
使用済燃料貯蔵ラックは使用済燃料プール水中に設置されて
いるため、火災の影響を受けない。

原子炉の緊急停
止

制御棒、スクラム
機構

制御棒及びスクラム機構のうち制御棒案内管は原子炉プール
水中に設置されているため、火災の影響を受けない。
スクラム機構のうち制御棒駆動機構案内管は不燃材（金属）に
より構成されているため、火災により影響を受けることはない。未臨界維持 制御棒

※要求される安全機能は、1次冷却材の保持または重水の保持であり、動的機能は要求されない。



内部火災からの防護方法（動的機能）
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防護対象設備のうち、動的機能を期待するものの火災防護に係る設計は以下のとおり。

安全機能
構築物、
系統及び機

器

火災から防護す
る必要

のある期間
防護方針

防護設計

設備機器 ケーブル

工学的安全施設
及び原子炉停止
系統への作動信
号の発生

安全保護回路
（停止系）

火災発生から原子炉
停止までの間、機能
を確保する必要があ
る。

２系統に多重化
し、それぞれ分
離独立して設置
することにより、
一方の系統が火
災により機能を
喪失した場合に
おいても、もう一
方の系統により
必要な安全機能
を維持する設計
とする。

２系統それぞれ独立した盤
に設けられている。

２系統に多重化し、それ
ぞれ分離独立して設置さ
れている。

原子炉停止後の
除熱

1次冷却材補
助ポンプ

火災発生から原子炉
停止後30秒までの間、

機能を確保する必要
がある。

２系統それぞれ独立したう
えで、ポンプ及び電動機に
ついては十分な離隔距離
を確保し設置されている。

２系統に多重化し、それ
ぞれ分離独立して設置さ
れている。

安全上特に重要
な関連施設

非常用電源系
２系統それぞれ独立した区
画に設置されている。

２系統に多重化し、それ
ぞれ分離独立して設置さ
れている。

計測・制御（安全
保護機能を除く。）

中性子計装設
備＊、プロセス
計装設備＊

中性子計装設備は２系統
それぞれ独立した盤に設
けられている。
プロセス計装設備の現場
表示機については共用す
る。

護るべき安全機能（対数
出力炉周期系、安全系、
１次冷却材流量、１次冷
却材炉心出口温度）は、
安全保護系とケーブルを
共有しており、２系統に多
重化し、それぞれ分離独
立して設置されている。



5

内部火災からの防護方法（動的機能）

非常用電源A系 非常用電源B系

1次冷却材補助
ポンプNo.1電源盤

1次冷却材補助
ポンプNo.2電源盤

1次冷却材補助
ポンプNo.1電動機

1次冷却材補助
ポンプNo.2電動機

1次冷却材補助
ポンプNo.1

1次冷却材補助
ポンプNo.2

無停電電源室A 無停電電源室B

ケーブルダクト室

原子炉制御棟

原子炉建家

非常用電源設備の火
災防護は設工認その
９にて認可済み

建家貫通部の火災防護は
設工認その１０の申請範囲

ケーブルダクト、電線管
を用いた物理的分離
（既設）

ケーブルダクト、電線管
を用いた物理的分離
（既設）

離隔距離の確保（既設）

金属製筐体によ
る物理的分離
（既設）

1次冷却材補助ポンプと非常用電源設備の火災防護イメージ



6

内部火災からの防護方法（動的機能）

安全保護系
A系検出器

安全保護系
A系制御盤

プロセス計装盤

安全保護系
B系制御盤

安全保護系
B系検出器

ケーブルダクト室

原子炉制御棟

中央制御室

建家貫通部の火災防護は
設工認その１０の申請範囲

ケーブルダクト、電
線管を用いた物理
的分離（既設）

電線管を用いた物
理的分離（既設）

原子炉建家

金属製筐体による
物理的分離（既設）

崩壊熱除去運転の確認に必要なパラメータ（原子炉プール
水位、1次冷却材炉心出口温度、1次冷却材流量）に限る

独立した２系統を
設ける（既設）

安全保護回路（停止系）とプロセス計装設備の火災防護イメージ



内部火災からの防護方法（動的機能）
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中性子計装
A系検出器

中性子計装盤
A系

安全保護系
A系制御盤

中性子計装
B系検出器

中性子計装盤
B系

安全保護系
B系制御盤

ケーブルダクト室

原子炉建家

中央制御室

原子炉制御棟

建家貫通部の火災防
護は設工認その１０
の申請範囲 独立した２系統を

設ける（既設）

ケーブルダクト、電
線管を用いた物理
的分離（既設）

金属製筐体による
物理的分離（既設）

中性子計装設備の火災防護イメージ
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防護対象設備の配置図

防護対象設備の配置図

制御棒駆動装置 1次冷却材主ポンプ 1次冷却材補助ポンプ

重水ポンプ
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防護対象設備の配置図

防護対象設備の配置図

中央制御室 無停電電源室A,B

安全保護回路

無停電電源室A 無停電電源室B

設工認その９



評価条件、評価結果
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（１）防護対象設備が設置される区画において火災が発生するおそれがある場合には、火災による防護対象設備
への影響を評価する。
〇想定する発火源について

施設内への可燃物、引火性物質の持込は制限するため、防護対象設備が設置されている区画全域で火災
が起こるとは考えられない。このため、防護対象設備自身が発火するおそれのある場合は防護対象設備自
身の発火を想定する。加えて防護対象設備周辺のケーブル火災、電気火災、油脂類を内包する設備機器の
火災を想定する。

（２）内部火災により防護対象設備が損傷を受けるおそれのある場合には、護るべき安全機能への影響を評価する。

評価条件

内部火災による防護対象設備への影響評価結果を次ページ以降に示す。評価の結果、原子炉の安全を確保す
るのに必要な安全機能を、内部火災により喪失することはない。

評価結果



評価結果（１）
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名称 想定発火源 防護対象設備への影響 護るべき安全機能への影響

制御棒
駆動装置

電源ケーブル、駆動モータ、可動コイル
防護対象設備自身が発火
源となり得る。

制御棒駆動装置が火災により機能を喪失した場合、制
御棒は即座に自重落下により炉心に挿入され、原子炉
は自動停止するため停止機能への影響はない。火災に
より焼損した場合、自動で機能が復帰することはなく、制
御棒が引き抜かれることはないため、炉心に正の反応
度が添加されることはない。

炉心構造物 炉心構造物、燃料要素は全て不燃材により構
成されているうえ、動的設備を有していない。
加えて原子炉プール内に設置されているため、
想定される発火源はない。

なし なし
燃料要素

冠水維持設備

（サイフォンブレーク弁
を除く。）

原子炉建家１階実験設備、原子炉プール躯体
周りの電源ケーブル

冠水維持設備は、いずれも
不燃材により構成されてい
るため、火災により影響を
受けることはない。

なし

1次冷却系
設備

ポンプ電動機、電源ケーブル
防護対象設備自身が発火
源となり得る。

１次冷却系設備のポンプ電動機又は電源ケーブルが焼
損した場合、「１次冷却材主ポンプ停止」、「１次冷却材
補助ポンプ停止」または「1次冷却材流量低」により原子

炉は自動停止するため停止機能への影響はない。（原
子炉停止後の崩壊熱除去への影響については１次冷却
材補助ポンプに記載する）

また、各機器の主要材料には不燃材を用いているため、
原子炉が停止し、30秒の崩壊熱除去が終了した以降は、
1次冷却材を保持する機能は喪失することはない。

原子炉プール
コンクリート躯体

原子炉建家１階実験設備、原子炉プール躯体
周りの電源ケーブル

不燃材により構成されてい
るため、火災により影響を
受けることはない。

なし

重水タンク、
重水冷却系設備

ポンプ電動機、電源ケーブル

重水タンクは原子炉プール内に設置されている
ため、重水タンクに対し想定される発火源はな
い。

防護対象設備自身が発火
源となり得る。

重水冷却系設備のポンプ電動機又は電源ケーブルが焼
損した場合、「重水流量低」により原子炉は自動停止す
るため停止機能への影響はない。

また、各機器の主要材料には不燃材を用いているため、
重水を保持する機能は喪失することはない。

使用済燃料プール
（使用済燃料貯蔵
ラックを含む。）

原子炉建家１階実験設備、使用済燃料プール
（原子炉プール躯体）周りの電源ケーブル

※使用済燃料貯蔵ラックは使用済燃料プール
水中に設置されているため、これに対する想定
される発火源はない。

使用済燃料プールは不燃
材により構成されているた
め、火災により影響を受け
ることはない。

なし



評価結果（２）
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名称 想定発火源 防護対象設備への影響 護るべき安全機能への影響

制御棒、
スクラム機構

制御棒駆動機構管外駆動部（電源ケーブル、
駆動モータ、可動コイル）

※中性子吸収体、フォロワ型燃料要素、制御
棒駆動機構管内駆動部、制御棒案内管は原子
炉プール水中に設置されているため、これらに
対する想定される発火源はない。

制御棒駆動機構案内管は
不燃材により構成されてい
るため、火災により影響を
受けることはない。

なし

制御棒
中性子吸収体、フォロワ型燃料要素、制御棒
駆動機構管内駆動部は原子炉プール水中に
設置されているため、想定される発火源はない。

なし なし

安全保護回路
（停止系）

ケーブル、盤
防護対象設備自身が発火
源となり得る。

安全保護回路は２系統に多重化し、それぞれ分離独立
して設置されているため、一方の系統が火災により機能
を喪失した場合においても、もう一方の系統により必要
な安全機能は維持されることを確認した。

1次冷却材
補助ポンプ

ポンプ電動機、電源ケーブル
防護対象設備自身が発火
源となり得る。

１次冷却材補助ポンプ電動機又は電源ケーブルが焼損
した場合、「１次冷却材補助ポンプ停止」により原子炉は
自動停止するため停止機能への影響はない。
原子炉停止後の30秒間の崩壊熱除去のため、２系統あ

るうちの少なくとも１系統は火災から護られることを確認
した。

非常用電源系
非常用発電機、燃料槽、蓄電池、静止型イン
バータ装置、電源ケーブル

防護対象設備自身が発火
源となり得る。

非常用電源系は２系統に多重化し、それぞれ分離独立
して設置されているため、一方の系統が火災により機能
を喪失した場合においても、もう一方の系統により必要
な安全機能は維持されることを確認した。

中性子計装設備、
プロセス計装設備

ケーブル、盤
防護対象設備自身が発火
源となり得る。

護るべき安全機能（対数出力炉周期系、安全系、１次冷
却材流量、１次冷却材炉心出口温度）は２系統に多重化
し、それぞれ分離独立して設置されているため、一方の
系統が火災により機能を喪失した場合においても、もう
一方の系統により必要な安全機能は維持されることを確
認した。



検査項目及び方法、技術基準への適合性

（１）寸法検査
方法：１次冷却材補助ポンプの機器ベース間の寸法を測定により確認する。
判定：１次冷却材補助ポンプの機器ベース間が30cm以上離れていること。
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検査項目及び方法

技術基準の条項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第一条～第二十条 無 － －

第二十一条 安全設備 有
第１項
第2号

次ページに示す。

第二十二条～第七十一条 無 - -

技術基準への適合性



一 本申請の申請範囲外である。

二 内部火災に対する防護対象設備に該当し、火災による影響を受けるおそれのある設備のうち、火災発生時においても原子炉の安
全性を確保するのに必要な安全機能を有する設備については、火災発生時においても必要な安全機能が達成できるよう多重性ま
たは多様性を確保し、及び独立性を確保した設計となっている。

三 本申請の申請範囲外である。
四 本申請の申請範囲外である。
五 本申請の申請範囲外である。
六 本申請の申請範囲外である。

内部火災影響評価に係る「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規
則」との適合性

第二十一条（安全設備）
安全設備は、次に掲げるところにより設置されたものでなければならない。

一 第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、二以上の原子力施設において共有し、又は相互に接続するものであってはな
らない。ただし、試験研究用等原子炉の安全を確保する上で支障がない場合にあっては、この限りでない。

二 第二条第二項第二十八号ロに掲げる安全設備は、当該安全設備を構成する機械又は器具の単一故障（試験炉許可基準規則第
十二条第二項に規定する単一故障をいう。第三十二条第三号において同じ。）が発生した場合であって、外部電源が利用できない場
合においても機能できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保し、
及び独立性を確保するものであること。ただし、原子炉格納容器その他多重性、多様性及び独立性を有することなく試験研究用等原
子炉の安全を確保する機能を維持し得る設備にあっては、この限りでない。

三 安全設備は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件において、その機能を発揮するこ
とができるものであること。
四 火災により損傷を受けるおそれがある場合においては、次に掲げるところによること。
イ 火災の発生を防止するために可能な限り不燃性又は難燃性の材料を使用すること。
ロ 必要に応じて火災の発生を感知する設備及び消火を行う設備を設けられていること。
ハ 火災の影響を軽減するため、必要に応じて、防火壁の設置その他の適切な防火措置を講ずること。

五 前号ロの消火を行う設備は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場合においても試験研究用等原子炉を安全に停止させるための
機能を損なわないものであること。

六 蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷を受け、試験研究用等原子炉施設の安全性を損な
うおそれがある場合には、防護施設の設置その他の適切な損傷防止措置が講じられていること。

該当条文

適合性について
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参 考



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性
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概要

原子炉運転中に発生した、一方の１次冷却材補助ポンプ（以下「補助ポンプ」という。）からの潤滑油漏洩火災

による他方の補助ポンプへの影響を評価し、離隔距離の妥当性及びそのような状況でも崩壊熱除去運転を継続

できることを示す。

図-7.2に示すように、1次冷却材ポンプはそれぞれ分離

独立し設置しており、4基あるポンプのうちいずれかが焼損

した場合は即座に「１次冷却材主ポンプ停止」または「１次

冷却材補助ポンプ停止」により原子炉は自動停止する。原

子炉の自動停止後は4基あるポンプのうちいずれか1基が

30秒間運転継続できていれば十分に炉心の崩壊熱は除

去される。ポンプ1基の機能喪失により原子炉が自動停止

した場合でも、残りの3基は独立し設置しているため運転

が継続されるが、安全側の評価を行うため2基が近接し設

置されている補助ポンプのうち1基を発火源とし、冷却能力

の高い１次冷却材主ポンプ2基の機能喪失を仮定する。



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性
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評価手法
「原子力規制委員会 原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（平成25年10月）」[1]（以下「ガイド」という。）を参

考に、FDTs（Fire Dynamics Tools）[2]のモデルを用いて評価する。

ここでポンプが正常に作動していることの評価方法として、周囲温度40℃以下のポンプ連続運転中における軸

受許容温度上昇値𝛥𝑡𝑚𝑎𝑥≦45℃及び軸受許容最高温度𝑡𝑚𝑎𝑥≦80℃という2つの基準[3]がある。なお、原子炉運

転中の軸受温度は約50℃である。図-7.3に示すように軸受はベアリングケース内に存在するため、火災によるベ

アリングケースの表面温度上昇値𝛥𝑇[℃]が、通常運転中の軸受温度50℃と比較し、十分小さいことを示せれば、

当該事象が発生した場合でも他方の補助ポンプは正常に作動していると評価できる。

補助ポンプのベアリングケースの材質はFC20（ねずみ鋳鉄）である。

図-7.3 補助ポンプの軸受とベアリングケース

軸受

ベアリングケース



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性
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評価
補助ポンプは潤滑油としてタービン油を約1.3L内包している。ガイドでは潤滑油漏洩量を内包油量の10％と仮定

しているため、ガイドを参考に潤滑油漏洩量を保守的に0.15Lとする。

ターゲット位置における輻射熱流束 ሶ𝑞" [kW/m2]及び燃焼期間𝑡𝑏[s]を用いて、離隔距離0.30[m]に位置する他方の

補助ポンプのベアリングケース表面温度上昇値𝛥𝑇[℃]を算出する。

①ターゲット位置における輻射熱流束 ሶ𝑞" [kW/m2]

ሶ𝑞"は以下の式で算出する。

ሶ𝑞" = 𝐻𝑅𝑅・𝜒𝑟/4𝜋𝑅
2

ただし、 𝐻𝑅𝑅 = ሶ𝑚“∆𝐻𝑐,𝑒𝑓𝑓 × (1 − e−𝑘𝛽𝐷)・𝐴𝑑𝑖𝑘𝑒である。

以上より、 ሶ𝑞"＝6.61kW/m2を得る。

パラメータ 値 備考

ሶ𝑚" 燃焼速度[kg/m2・s] 0.039 ガイド表B.4より引用

∆𝐻𝑐,𝑒𝑓𝑓 燃焼熱[kJ/kg] 46000 ガイド表B.4より引用

𝑘𝛽 経験的乗数[m-1] 0.7 ガイド表B.4より引用

𝐷 プール火災の直径[m] 0.304

𝐴𝑑𝑖𝑘𝑒 燃焼面積[m2] 0.0725 堰の面積（0.25m×0.29m）

𝜒𝑟 放射率[-] 0.30 FDTsより引用

𝑅 プール火災の中心からターゲットまでの距離[m] 0.30 図-7.2参照



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性
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評価

②燃焼期間𝑡𝑏[s]

𝑡𝑏は以下の式で算出する。

𝑡𝑏 = 4𝑉/𝜋𝐷2𝑣

ただし、 𝑣 = ሶ𝑚"/𝜌である。

以上より、𝑡𝑏＝40.32s を得る。

パラメータ 値 備考

𝑉 潤滑油の体積[m3] 1.5×10-4

𝐷 プール火災の直径[m] 0.304

ሶ𝑚" 燃焼速度[kg/m2・s] 0.039 ガイド表B.4より引用

𝜌 潤滑油の密度[kg/m3] 760 ガイド表B.4より引用



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性
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評価
③表面温度上昇値𝛥𝑇[℃]

𝛥𝑇は以下の式[4]で算出する。

𝛥𝑇 =
2 ሶ𝑞" 𝑎・𝑡𝑏

𝜆

1

𝜋
𝑒𝑥𝑝 −

𝑥2

4𝑎・𝑡𝑏
−

𝑥

2 𝑎・𝑡𝑏
𝑒𝑟𝑓𝑐

𝑥

2 𝑎・𝑡𝑏

ただし、𝑎 =
𝜆

𝜌×𝐶𝑝
である。

また、相補誤差関数𝑒𝑟𝑓𝑐(𝑥)は誤差関数𝑒𝑟𝑓(𝑥) =
2

𝜋
0׬
𝑥
𝑒−𝑢

2
𝑑𝑢を用いて、

𝑒𝑟𝑓𝑐 𝑥 = 1 − 𝑒𝑟𝑓 𝑥 =
2

𝜋
𝑥׬
∞
𝑒−𝑢

2
𝑑𝑢

𝑒𝑟𝑓𝑐 0 = 1
で定義される。

以上より、 𝛥𝑇＝4.2℃を得る。

パラメータ 値 備考

ሶ𝑞" ターゲット位置における輻射熱流束[kW/m2] 6.61

𝑡𝑏 燃焼期間[s] 40.32

𝜆 FC20（ねずみ鋳鉄）の熱伝導率[W/m・K] 40 参考文献[5]より引用

𝜌 FC20（ねずみ鋳鉄）の密度[kg/m3] 7106 参考文献[6]より引用

𝐶𝑝 FC20（ねずみ鋳鉄）の比熱 [kJ/kg・K] 0.45 参考文献[5]より引用

𝑥 表面からの深さ[m] 0



参考 ポンプ電動機の離隔距離の妥当性

21

まとめ

一方の補助ポンプからの潤滑油漏洩火災が起きた場合、他方の補助ポンプのベアリングケース表面温度上

昇値𝛥𝑇は4.2℃程度と通常運転中の軸受温度50℃より十分小さいことから、他方の補助ポンプの運転継続に

影響を与えず離隔距離は十分である。よって、当該事象が発生した場合でも崩壊熱除去を継続することがで

きる。

潤滑油漏洩量 離隔距離 離隔位置における
輻射熱流束

燃焼期間 ベアリングケース
表面温度上昇値

0.15 L 0.30 m 6.61 kW/m2 40.32 s 4.2 ℃

参考文献

[1] 「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」 原子力規制委員会, 平成25年10月

[2] “Fire Dynamics Tools (FDTs), Quantitative Fire Hazard Analysis Methods for the U.S. Nuclear Regulatory 

Commission Fire Protection Inspection Program (NUREG-1805), “December 2004

[3] 「JIS B 8301 : 2018」 日本産業規格, 2018年

[4] 「伝熱工学資料 改訂第5版」 日本機械学会, 平成21年5月20日

[5] 「金型鋳造した鋳鉄の熱的性質及び耐摩耗性」 日本鋳造工学会,  1993年3月15日

[6] 「鋳鉄の密度と音速に及ぼす空げきの影響」 日本鋳造工学会, 1986年2月25日
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本申請に係る防護対象設備の設計仕様は以下のとおり。防護対象設備の配置を図-7.1に示す。なお、本申請に
係る防護対象設備は全て既設であるため、工事を伴うものではない。

設計仕様

名称 主要な構成設備 主要な構造等

制御棒駆動装置
制御棒駆動機構管内駆動部、制御
棒駆動機構管外駆動部、制御棒駆
動機構案内管

制御棒駆動機構管内駆動部は原子炉プール水中に設置されて
いる。制御棒駆動機構案内管は原子炉建家地下に設置されてお
り、不燃材により構成されている。

炉心構造物
燃料要素、照射筒、ベリリウム反射
体、制御棒案内管、格子板、格子板
支持胴、プレナム等

原子炉プール水中に設置されている。

燃料要素
標準型燃料要素、フォロワ型燃料要
素

原子炉プール水中に設置されている。

冠水維持設備（サイ
フォンブレーク弁を
除く。）

原子炉プール躯体（ライニングを含
む）、下部遮蔽体、前部水封用止板、
１次冷却系配管（原子炉プール内）

原子炉建家１階に設置されており、いずれも不燃材により構成さ
れている。

1次冷却系設備
１次冷却材主ポンプ、１次冷却材補
助ポンプ、熱交換器、16N減衰タンク、
配管

原子炉建家地階に設置されており、各機器の主要材料には不燃
材を用いている。

原子炉プールコンク
リート躯体

原子炉プールコンクリート躯体 原子炉建家１階に設置されており、不燃材により構成されている。

重水タンク、重水冷
却系設備

重水タンク、重水ポンプ、重水溢流タ
ンク、熱交換器、配管

重水タンクは原子炉プール水中に設置されている。重水冷却系
設備は原子炉建家地階に設置されており、各機器の主要材料に
は不燃材を用いている。

使用済燃料プール
（使用済燃料貯蔵
ラックを含む。）

使用済燃料プール、使用済燃料貯蔵
ラック

使用済燃料プールは原子炉建家１階に設置されており、不燃材
により構成されている。使用済燃料貯蔵ラックは使用済燃料プー
ル水中に設置されている。



設計仕様（２）
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本申請に係る防護対象設備の設計仕様は以下のとおり。なお、本申請に係る防護対象設備は全て既設であるた
め、工事を伴うものではない。

※：原子炉建家貫通部については、別途、ケーブルの分離設備の設計及び工事の計画の認可申請を行う。

設計仕様

名称 主要な構成設備 主要な構造等

制御棒、スクラム機
構

中性子吸収体、フォロワ型燃料要素、
制御棒駆動機構管内駆動部、制御
棒案内管、制御棒駆動機構案内管

中性子吸収体、フォロワ型燃料要素、制御棒駆動機構管内駆動
部、制御棒案内管は原子炉プール水中に設置されている。制御
棒駆動機構案内管は原子炉建家地下に設置されており、不燃材
により構成されている。

制御棒
中性子吸収体、フォロワ型燃料要素、
制御棒駆動機構管内駆動部

原子炉プール水中に設置されている。

安全保護回路（停止
系）

安全系中性子束高（高設定、低設
定）、対数出力炉周期短、１次冷却材
流量低、1次冷却材炉心出口温度高、
1次冷却材炉心出入口温度差大、原

子炉プール水位低、サイフォンブレー
ク弁開等

構成する機器は不燃材又は難燃材を使用し、ケーブルは難燃性
のものを使用しており、可能な限り※鋼材製のケーブルダクト、蓋
付きケーブルトレイ又は電線管により外部と隔離している。

1次冷却材補助ポン
プ

１次冷却材補助ポンプ

原子炉建家地下に設置されており、主要材料は不燃材を用いて
いる。
2系統あるポンプ電動機間は十分な離隔距離を有している（機器
ベース間：30cm）。

非常用電源系
非常用発電機、蓄電池、静止型イン
バータ装置

金属製の筐体を用いている。ケーブルには難燃性のものを使用
しており、可能な限り※鋼材製のケーブルダクト、蓋付きケーブル
トレイ又は電線管により外部と隔離している。

中性子計装設備、プ
ロセス計装設備

対数出力炉周期系、安全系、１次冷
却材流量、１次冷却材炉心出口温度

構成機器は不燃材又は難燃材を使用し、ケーブルは難燃性のも
のを使用しており、検出器から安全保護系制御盤までは、可能な
限り※鋼材製のケーブルダクト、蓋付きケーブルトレイ又は電線管
により外部と隔離している。


